
マイナンバー制度で医療現場はどうなる

株式会社ＰＩＣＣ 個人情報審査センター



個人情報保護の体系

まずは個⼈情報保護体系を理解する・・・

個⼈情報保護法

個人情報保護法には基本的な内容が述べられています。具体的な内容については「政令」「基本⽅針」「分野別ガイドライ
ン」等に記されています。個人情報保護法を理解し、遵守するためには、個人情報保護法のほか、政令、基本⽅針、分野別
ガイドラインを理解しなければなりません。

ただ、法律を理解しただけでは個人情報保護体制を構築することは不可能と⾔わないまでも難しいと考えられます。なぜな
らば、遵法体制を維持し向上させるためには、何らかのマネジメントシステムが必要だからです。

経済産業省のガイドライン、厚生労働省のガイドライン

個人情報保護法をまもるために最低限必要な組織活動を記述したのが経済産業省が発行する個人情報保護に関する
ガイドラインです。このガイドラインに準じる形で分野別にガイドラインが整備されています。
企業や組織が個人情報保護に取り組む際はこのガイドラインの内容を参考にする事が第一歩です。

JIS Q 15001：1999

JIS Q 15001 は1999年に制定されたJIS規格で、プライバシーマークの認証基準でもあります。JIS Q 15001 では、まず最初に
個人情報保護⽅針を定め、Plan（計画）、Do（実施運用）、Check（監査）、Action（事業者の代表者による⾒直し）というマネジ
メントサイクルを回すことで管理レベルをスパイラル状に向上させていく仕組みになっています。

OECD8原則

個人情報保護の個人情報保護の考え⽅の根源は、1980年にOECDが
定めた“ OECD 8原則”にあります。この8原則を基本として、日本
やその他各国の法律等が作られています。

（１）収集制限の原則 （５）安全保護の原則
（２）データ内容の原則 （６）公開の原則
（３）目的明確化の原則 （７）個人参加の原則
（４）利用制限の原則 （８）責任の原則

原則

具体化

･･･OECD 8 原則

･･･個⼈情報保護法

･･･経済産業省ガイドライン
厚⽣労働省ガイドライン

･･･ JIS Q 15001



個人情報保護に関する第三者認証

プライバシーマーク制度
日本情報経済社会推進協会

（JIPDEC）１９９８年～

【審査基準】
JISQ15001：2006
JIPDECガイドライン

（一部非公開）

特徴 厳しい審査

審査費用は他より割高

ＪＡＰＨＩＣマーク制度
日本個人・医療情報管理協会

（JAPHIC）２００９年～

【審査基準】
経済産業省ガイドライン
個人情報保護法

特徴 易しい審査
審査費用はPマークの6～７割

ＪＡＰｉＣＯマーク制度
日本個人情報管理協会

（JAPICO）２０１１年～

【審査基準】
JISQ15001：2006
個人情報保護法
業界ガイドライン
地方条例

特徴 ４つの基準で厳しい審査
審査費用はPマークの6～７割

年 号 法 律 ・ 規 格 等 年 号 第 三 者 認 証

1980

1997

1999

2005

「ＯＥＣＤの８原則」
プライバシー保護と個人データの国際流通についてのガイドラインに関す
る理事会勧告

「個人情報保護ガイドライン：民間部門における電子計算機処理に係る個
人情報の保護に関するガイドライン」

「JIS Q 15001：個人情報保護に関するコンプライアンス・プログラムの要求
事項」制定

「個人情報保護法：個人情報保護に関する法律」全面施行

1997

1998

2002

2009

米法人「TRUSTe」発足

「プライバシーマーク制度」運用開始

「ISMS」本格運用開始

「JAPHICマーク制度」運用開始
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第三者認証の利用

医療機関向けの第三者認証
「JAPHIC MEDICAL」
（ジャフィックメディカル）

「近日発表?!」
厚⽣労働省の「医療・介護関係事業者における個人情報
の適切な取扱いのためのガイドライン」
「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」
をベースに近日リリーズ予定。

医療機関の実態に即した個人情報保護のマネジメントシ
ステムの構築を第三者が認定いたします。

認定を取得することで安全管理対策を⾏う事ができ、
一般の⽅への大きなアピールになります。
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約３００の審査項目！

「医療介護関係事業者における個人情報の適切な取
扱いのためのガイドライン」

約７０の審査項目！

「審査基準」



☆運営協会
特定非営利活動法人 日本個人・医療情報管理協会 ( JAPHIC )
( Japan Association of Personal and Healthcare Information Control )
http://www.japhic.jp/index.php

お問合せ

株式会社ＰＩＣＣ 個人情報審査センター

〒105-0013東京都港区浜松町1-21-5 薩田2階

TEL:03-5777-2117

http://www.picc.co.jp/


